
申告書確認表【留意事項】

平成30年4月1日以後開始連結事業年度等分
個別帰属額届出用

№
留意事項項目 確認内容

85 　課税売上割合が95％未満であり、かつ、特定課税仕入れ（例えば、国外事業者が行
うネット広告の配信等）がある場合、「特定課税仕入れがある場合の課税標準額等の
内訳書」を添付し、当該内訳書の③欄に特定課税仕入れに係る支払対価の額を記載し
ていますか。

　承認を受けた課税売上割合に準ずる割合が95％以上であっても、課税売上割合が
95％未満であり、かつ、特定課税仕入れがある場合には、リバースチャージ方式によ
る申告を行う必要があります。

86 　上記の場合、付表２⑪欄は、⑩欄の金額に6.3/100を乗じた金額を記載しています
か（又は、付表２－⑵⑪Ｃ欄は、⑩Ｃ欄の金額に6.3/100を乗じた金額を記載してい
ますか。）。

　特定課税仕入れに係る支払対価の額には消費税額等に相当する金額は含まれていま
せんので、6.3/100を乗じることとなります。

87 　申告書⑩欄及び㉑欄の金額について、それぞれの金額の配賦誤りや、中間申告11回
目分の記載漏れはありませんか。

　配賦誤り等があった場合には、消費税（又は地方消費税）に係る修正申告と地方消
費税（又は消費税）に係る更正の請求が必要となることがあります。
　また、課税期間の末日において納期限が到来していない中間申告11回目分につい
て、記載漏れがないかを確認する必要があります。

88 　申告書⑰欄又は⑱欄の金額は、それぞれ⑧欄又は⑨欄の金額と一致していますか
（付表１を添付する場合、申告書⑰欄又は⑱欄の金額は付表１⑬Ｄ欄の金額と、申告
書⑲欄又は⑳欄の金額は付表１⑯Ｄ欄の金額と一致していますか。）。

　申告書⑧欄、⑰欄及び⑲欄については、100円未満を切り捨てる必要はありませ
ん。

89 　個別帰属額の届出書の別表四の二付表の加減算項目中、消費税法上課税取引となる
ものについて、消費税及び地方消費税の申告書において調整を行っていますか。

　課税売上割合の計算上、免税取引及び非課税取引についても調整を行う必要があり
ます。

90 　申告書㉖欄の金額は、貸借対照表と個別帰属額の届出書の別表五の二(一)付表一の
未払（未収）消費税額等の合計額と一致していますか（各月ごとに申告及び納付して
いる法人の場合、その合計額に決算月の前月分の納付（還付）税額を調整した金額と
一致していますか。）。

　個別帰属額の届出書の別表四の二付表の加減算項目中、消費税法上課税取引となる
ものについて、消費税及び地方消費税の申告書において調整を行った場合には、申告
書㉖欄は、その調整額を考慮した金額（貸借対照表と個別帰属額の届出書の別表五の
二(一)付表一の未払（未収）消費税額等の合計額）と一致することとなります。

91 　課税仕入れに係る消費税額が全額控除できず、資産に係る控除対象外消費税額等を
損金の額に算入している場合、個別帰属額の届出書に別表十六(十)を添付しています
か。
　また、課税売上割合が80％未満である場合、繰延消費税額等の損金算入限度額の計
算をしていますか。

　個別帰属額の届出書の別表十六(十)の各欄の消費税額等は、消費税額と地方消費税
額との合計額を記載する必要があります。
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１ 表中の法令・通達は、以下の略語を用いています。

法法 ………… 法人税法

法令 ………… 法人税法施行令

措法 ………… 租税特別措置法

震災特例法 ………… 東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律

２ 平成30年６月29日現在の法令・通達によっています。
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